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第１ 基本方針 

 

 令和５年度の日本経済は、令和５年５月に新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付けが５類へ

移行されたことに伴い、経済活動の正常化が進み、更なる活性化が期待されている。 

 一方、ウクライナ戦争、中東情勢の緊迫化による燃料価格の高騰、円安による原材料価格の高止まりな

ど、アフターコロナの局面にあってコスト上昇は避けられない状況が続いている。その他、深刻化する人

手不足や価格転嫁などの課題をいかに乗り越えるかが今後の日本経済を左右する重要なポイントとなって

いる。 

 県内経済に目を向けると、日本銀行福島支店が発表した令和６年２月の福島県金融経済概況によると、

「県内景気は、一部に弱めの動きがみられるものの、緩やかに持ち直している。個人消費は、ペースを鈍

化させつつも、緩やかな回復を続けている。」とされており、外食や旅行などのサービス産業も緩やかに回

復しているが、中小企業者においては、新型コロナ対策の実質無利子・無担保融資の返済が開始される中

で、厳しい状況が続いている。 

 当センターにおいては、第６期中期事業計画の最終年度である３年目を迎え、社会情勢の変化にも柔軟

に対応しながら計画の総仕上げを意識し、職員一丸となって取り組んでいく。 

 各事業の推進にあたっては、「新たな産業の創出・技術革新支援」、「経営課題へのワンストップ総合支

援」、「より確かな経営基盤強化への支援」、「変革の時代を乗り切る人材育成・確保支援」、「公の施設の管

理運営による多様な交流の促進」の５つの基本施策に基づき、「大きく変化する事業環境への適応と産業の

持続的発展による多様で活力ある「ふくしま」の実現」を目指す。 

 県内中小企業者の経営課題の解決に向けては、経営支援プラザやよろず支援拠点を中心に、センター内

はもとより他の支援機関との連携を強化し、創業から成長、変革期に至る様々な場面に応じた支援を展開

する。また、令和５年度に引き続きデジタル化への対応や、次世代産業等の集積に貢献しうるテック系ス

タートアップ等を対象とした創業支援を強化する。 

 その他、再生可能エネルギーや環境・リサイクル分野での新たな事業の創出、市場調査・研究開発の支

援、経営基盤の強化、人材育成に向けた支援のほか、公の施設の適正な管理運営を引き続き実施し、多様

な交流の促進に貢献する。 

 

  センターは中核的支援機関として、本県の産業振興に向けて、以上の取組みを行っていくこととする。 
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第３ 事業概要 

Ⅰ 新たな産業の創出・技術革新支援 

1  次世代産業等の育成支援 

(１)  再生可能エネルギー産業集積・育成事業 

①  エネルギー・エージェンシーふくしまの運営 ［１５４，０００千円（福島県受託金）］ 

 本県が「再生可能エネルギー先駆けの地」を目指して、再生可能エネルギーや水素関連産業分

野において企業数、雇用者数、生産額等を日本のトップクラスに押し上げるために、「エネルギ

ー・エージェンシーふくしま」が核となってネットワークの構築、新規参入、人材育成、研究開

発、事業化、販路拡大、海外展開を総合的・一体的に支援することにより、県内企業の新技術・

ビジネスモデルの創出や取引拡大等に寄与する。 

 

ア 福島県再生可能エ

ネルギー関連産業推

進研究会の運営 

研究会を構成する約１０００の企業・団体に対して、セミナー等

の開催、企業間の交流や事業化プロジェクトの創出を支援するとと

もに、会員数の拡充に努める。 

イ 再エネ関連産業新

規参入企業の発掘 

 

再生可能エネルギーや水素に関連する技術や設備を有している

にも関わらず、そのポテンシャルに気づいていない企業を再エネや

水素関連産業へ新規参入させるため、潜在的に能力を有している県

内企業の掘り起こし活動を行う。 

ウ 再エネ人材育成伴

走支援 

 

異業種から再生可能エネルギーや水素関連産業への転換や、研

修・技術指導を希望する企業等に対して、ビジネスプラン策定から

事業化までの一貫した人材育成を実施し、多岐にわたる人材を養成

する。 

エ 再エネ事業化伴走

支援 

 

事業化ワーキンググループの運営や個別マッチングの支援を通

して、新技術や新製品に関する事業化プロジェクトを創出する。ま

た、再生可能エネルギーや水素関連産業への新規参入、事業拡大に

向けて取り組んでいる企業に対して、市場ニーズの把握やビジネス

プラン策定のアドバイス、それらを反映させた技術開発や進捗管

理、開発後の事業化・製品化、販路拡大までを一体的に支援する。

さらに、県が実施する再エネ関連の補助事業について、事業の進捗

や補助金の執行状況の管理業務を行う。 

オ 再エネ販路拡大支

援（首都圏及び海外展

示会出展） 

 

県内企業の製品や技術の販路拡大を促進するため、首都圏や海外

（ドイツ）の展示会に県内企業等と本県のブースを出展し、国内外

の先進的な情報を収集するとともに、企業間のビジネスマッチング

を支援する。 

 

②  福島県エネルギー・環境・リサイクル関連事業推進委託業務 

 ［１４，０６０千円（福島県受託金）］ 

 「福島イノベーション・コースト構想」の重点分野の一つとして掲げられている「エネルギー・

環境・リサイクル」について、関連産業の創出に向けた取組を推進していくために、平成２７年

に設立した「ふくしまエネルギー・環境・リサイクル関連産業研究会」の運営を通じた産学官ネ
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ットワークの構築に加え、事業化ワーキンググループにおける新規参入、事業化、販路拡大まで

一体的・総合的に支援する。 

 

③  福島県風力メンテナンス推進事業委託業務 ［１０，４４６千円（福島県受託金）］ 

 県内の風力メンテナンス関連産業の育成・集積に向けて、発電事業者、風車メーカー、県内企

業・自治体、研究機関、教育機関、金融機関と連携を図りながら「ふくしま風力Ｏ＆Ｍ推進協議

会」を運営するほか、テクノアカデミーや県立工業高校の生徒を対象とした基礎講座の実施、拠

点化に向けたプロジェクトの推進、国内調査、風力先進地との広域連携に向けた検討を行う。 

 

④  ２０２４年度被災地企業等再生可能エネルギー技術シーズ開発・事業化支援事業にかかるプロ

ジェクト支援業務 ［１３，３７６千円（国立研究開発法人産業技術総合研究所受託金）］ 

 国立研究開発法人産業技術総合研究所福島再生可能エネルギー研究所（ＦＲＥＡ）が支援した、

東日本大震災の被災地（本県１５市町村）に所在する企業等に対して、これまでの成果である技

術シーズを結集した再生可能エネルギー関連製品の事業化を推進するにあたって必要となる知

的財産や標準化戦略などのアドバイスや事業化に向けた中長期的な計画の策定支援を行う。 

 

⑤  第１３回ふくしま再生可能エネルギー産業フェア（ＲＥＩＦふくしま２０２４）開催事業委託

業務  

 ［５４，６９２千円（うち福島県受託金：３５，９９２千円、出展料等：１８，７００千円）］ 

 再生可能エネルギー関連産業の集積・取引拡大を図るため、県内はもとより国内外の再生可能

エネルギー関連企業・団体等展示会出展者に対して来場者との商談や交流の場を提供するととも

に、再生可能エネルギーに関するセミナーやビジネスマッチングを開催する。 

 

指 標 計 画 
重点 エネルギー・エージェンシーふくしまの支援による成約件数（件）   ３４ 

活動 
福島県再生可能エネルギー関連産業推進研究会 会員数（者） １０５０ 
相談対応等企業訪問件数（件）  ８００ 

 

 

(２)  創業促進支援事業 （拡充） 

 新たな創業や事業展開を促進するため、地域課題の解決に向けた起業に対する創業資金の助成

や、起業後の新たな事業展開に対する支援、起業サポーターによる伴走支援など、起業の準備前か

ら起業後までを一体的に支援する。 

①  地域課題解決型起業支援事業 ［７９，９４８千円（福島県補助金）］ 

 福島県内の地域が抱える社会的課題に対し、「社会性」「事業性」「必要性」の観点を持って新た

に創業する方及びSociety5.0関連業種等の付加価値の高い産業分野で第二創業する方を対象に、

起業に係る経費の一部を助成する。 

 

助成限度額 ２，０００千円 

助成率 助成対象経費の２分の１以内 

4―　 ―



②  テック系起業家支援事業 ［２１，８７３千円（福島県受託金）］ 

 独自の技術を活用し起業した県内のテック系スタートアップ等を対象とする技術相談窓口の

設置を行う。また、県内企業、大学、創業支援機関及び公設試験研究機関のネットワークを構築

し、技術シーズの掘り起こしや新規事業の立ち上げを支援する。 

 

新 ③  アカデミアシーズ創出等事業 ［４９，０９７千円（福島県受託金）］ 

 県内大学発ベンチャーが持続的に創出される仕組みの構築や土壌の醸成等の更なる推進を図

るため、県内大学等を広く巻き込んだかたちで運営し、起業意欲の醸成から候補発掘、事業立ち

上げ支援までを一体的に実施し、事業化成功の創出に取り組む。また、県の創業支援ウェブサイ

ト「ビズスタふくしま」の運営も行い、創業支援情報を広く発信する。 

 

指 標 計 画 

重点 助成事業による起業数（件） ３０ 

活動 
創業助成金の応募件数（件） ５０ 

創業助成金の採択件数（件） ３０ 
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2  知的財産戦略の支援 

(１)  産業財産権取得支援事業 

①  特許等調査・出願経費助成事業 ［９，５６６千円（福島県補助金）］ 

 県内に事業所を有する中小企業等が戦略性のある研究開発を行い、その成果に係る国内の産業

財産（特許、実用新案、意匠、商標）についての権利化を促進するため、特許等の調査に係る経

費、出願経費の一部を助成する。 

 

助成限度額  調査：１５万円、出願：２５万円（１企業あたり１件のみ計４０万円） 
（条件により複数出願の場合、出願で総額１００万円） 

助成率 助成対象経費の２分の１以内 

 

②  中小企業外国出願支援事業 ［７，１８１千円（東北経済産業局補助金）］ 

 中小企業等に対して、戦略的な外国への特許出願等を支援するため、外国への特許、実用新案、

意匠登録、商標登録に係る各出願費用の一部を助成する。 

 

助成限度額 １件あたり１５０万円（１企業あたり上限３００万円） 
（特許出願以外は６０万円、ただし冒認出願対策目的の商標出願は３０万円）

助成率 助成対象経費の２分の１以内 

 

   指 標 計 画 

重点 
助成事業による産業財産権の出願件数（件） 国 内 ２０ 

 外 国   ７ 

活動 

相談件数（件） 国 内 ４０ 
 外 国 ３０ 
助成金応募件数（件） 国 内 ２５ 

 外 国 １０ 
助成金採択件数（件） 国 内 ２０ 

 外 国   ７ 
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3  技術革新・研究開発の支援 

(１)  ふくしま産業応援ファンド事業 ［基金：５，０１０，０００千円］ 

［５４，８８９千円（うち基金運用益４１，８８９千円､福島県補助金（市場調査・研究開発経費

助成事業）１３，０００千円）］ 

①  製品開発・事業化推進経費助成事業 

 新たな技術の開発、既存技術を活用した新製品の開発、及び試作品の開発、並びに製品の審美

性を含む価値創造に繋がる総合的な設計によるデザイン開発など、事業化に向けて必要な開発等

事業に加え、新製品や新技術及びその構想に関する事業可能性の調査など、開発等に必要な事前

調査について対象経費の一部を助成する。 

 また、開発した新製品等の販路開拓を支援するため、展示会出展費用等の一部を助成する。 

 

助成限度額 事業可能性等調査事業   １００万円 

技術開発等事業      ５００万円 

販路開拓事業       １００万円 

助成率 助成対象経費の２分の１以内 

 

②  中小企業育成支援事業 

 上記の事業に取り組む中小企業等の支援や研究会・協議会等を通じた開発型・提案型企業への

転換促進を図るセミナー等、産業支援機関が行う事業について、対象経費を助成する。 

 

   指 標 計 画 

重点 応援ファンド事業による製品開発等事業化件数（件）   ７ 

活動 

相談件数（件） １１０ 

応募件数（件）  ３５ 

採択件数（件）  ２４ 
 

 

(２)  競争的研究資金獲得支援事業 ［１，１８１千円（東北経済産業局補助金）］ 

 産学官による緊密な連携の下、国等の競争的研究資金を活用して中小企業等の研究開発を支援

し、新たな産業の集積・育成に取り組むとともに、既存産業の高度化に向けた意欲的・創造的な活

動を支援する。 

 成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech事業）では、継続事業３件について引き続き事業

管理機関として参画するとともに、新たに競争的研究資金獲得を目指す企業等に対して事業計画

書のブラッシュアップから採択後の進捗管理まで伴走的に支援を行う。 

①  成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech事業）（ＣＦＲＰ） 

［５２０千円］（令和６年度分）  参考：補助金全体額 ２６，５８９千円 

［事業期間：令和４年度～令和６年度］ 

 エンジンなど自動車部品のグローバル調達環境の中で、切削工程ラインの生産コスト低減・多

機能性向上に向けての冶具軽量化・冶具高減衰化は必須である。冶具形状機能を、軽量かつ高減

衰能を有するトポロジー構造として最適設計し、温間プレス成形などのアウトオブオートクレー
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ブによって作製したＣＦＲＰ構造化部材を複合化することで、ＣＦＲＰ構造化冶具として具現化

する。さらに冶具システム評価装置を開発し、高回転数切削時の振動特性・姿勢安定性を確証す

る。 

・ 研究テーマ：アウトオブオートクレープによるＣＦＲＰ構造化部材からの軽量高減衰治具の 

       開発 

・ 参画機関：丸隆工業（株）、富山大学 

 

②  成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech事業）（セルロース） 

 ［４００千円］（令和６年度分）  参考：補助金全体額 ３５，７３０千円 

 ［事業期間：令和５年度～令和７年度］ 

 石油由来のプラスチックの削減が世界的に求められている中、植物由来の「セルロース」の利

活用が社会的に注目を集めている。トレ食では、独自技術と連続式加水分解機械の開発により低

コスト・大量処理よる植物からのセルロース抽出に成功し、実用化しているが、脱臭・脱色の課

題を抱えている。本事業では、「連続式成分分離装置（洗浄装置）」を開発し、本課題解決を図る。 

・ 研究テーマ：セルロース純度向上とリグニンの選択的残存を目的とした省エネルギー・環境 

        配慮型の機械的洗浄手法の確立 

・ 参画機関：トレ食（株）、北海道大学 

 

③  成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech事業）（共通状況図） 

 ［２６１千円］（令和６年度分）  参考：補助金全体額 ２９，９７３千円 

 ［事業期間：令和５年度～令和６年度］ 

 これまで、災害時における全容を把握するために航空測量の技術は使われていたものの、地図

作成のためには、航空機の手配、写真撮影、標定、判読図化、編集を経て地図情報というプロセ

スを経ていたため、労働集約型で多くの時間を要していた。本事業は、ＡＩを活用した地物自動

抽出技術を活用することで、広域災害を想定した迅速なタイムラインによる三次元データによる

共通状況図の情報共有システムの研究開発を行う 

・ 研究テーマ：ＡＩ（深層学習）を活用した地物自動抽出技術を活用した広域災害における共 

       通状況図の研究開発 

・ 参画機関：（株）テラ・ラボ、中部大学（アドバイザー） 

 

   指 標 計 画 
重点 競争的研究資金の獲得件数（件）   ５ 

活動 
競争的研究資金獲得相談件数（件） １００ 
外部資金獲得を目指す研究開発等支援件数（件）  １０ 
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Ⅱ 経営課題へのワンストップ総合支援 

1  経営課題の解決支援 

(１)  経営支援プラザ等運営事業 

    ［１１８，３８３千円（うち福島県補助金：１１７，９３４千円、企業等負担金：４４９千円）］ 

①  経営支援プラザの運営 

 常設の相談窓口に４名の専門スタッフを配置し、中小企業等からの経営上の相談に対して助言

を行うとともに、専門家の派遣等を行い、経営課題の解決を支援する。 

 また、四半期毎に県内中小企業景気動向調査（ＤＩ調査）を実施し、その分析結果や県内企業

等の経営に有用な情報をホームページやメールマガジンにより情報提供を行う。 

 

ア 窓口相談・現場相談 電話や面談等による窓口相談又は相談希望者の事業所において

行う現場相談により、経営課題を把握し、適切な助言を行う。 

イ 情報の配信 ホームページやメールマガジン（毎月１日、１５日配信）によ

り情報提供を行う。 

ウ 県内中小企業景気動

向調査（ＤＩ調査） 

県内５業種、８００企業に対してアンケート調査を実施する。

・調査時期（６月、９月、１２月、３月） 

 

②  専門家派遣制度 

ア 一般枠 創業や経営の向上等を図る中小企業等が抱える様々な経営上の

課題に対し、高度な専門的知識を有する専門家による診断・助言

を通じて迅速な解決を図り、地域経済の活性化を担う中小企業等

の順調な発展・成長を支援する。 

（専門家派遣回数  延べ６８回） 

イ 経営強化・復興・ 

 事業承継・事業者ＢＣ 

Ｐ枠 

 

取引先金融機関から融資継続のための経営改善計画等の策定、

原子力災害からの復興、事業承継、又は事業継続計画（ＢＣＰ）等

に課題を抱えている中小企業等に対し、高度な専門的知識を有す

る専門家による診断・助言を通じて迅速な課題の解決を図る。 
（専門家派遣回数  延べ７９回） 

 

③  専門家活用セミナー 

 経営環境が刻々と変化する中小企業等を対象に、経営力向上のために必要な知識、情報の取得

を目的としたセミナーを開催する。 

 

専門家活用セミナー ４回 

 

④  ＢＣＰ（事業継続計画）策定支援 

 福島県、商工３団体（福島県商工会議所連合会、福島県商工会連合会、福島県中小企業団体中

央会）及び東京海上日動火災保険（株）と締結した「福島県 BCP（事業継続計画）策定支援に関

する協定」に基づき、セミナー等により県内事業者のBCP策定を支援する。 
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   指 標 計 画 
重点 経営課題の解決件数（件）     ７４ 

活動 
相談件数（件）    ７５０ 
専門家派遣件数（件）    ２５０ 
メールマガジン配信件数（件） １２，０００ 

 
 

(２)  よろず支援拠点事業（中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業） 

 ［９０，０８５千円（東北経済産業局受託金）］ 

 郡山市及び福島市に設置したよろず支援拠点において、経営コンサルティングやＩＴ、金融等の

様々な専門分野を持つコーディネーターを配置し、中小企業・小規模事業者が抱える多様な経営課

題の相談に無料で対応する。また、令和５年より新たに郡山事務所内に設置した価格転嫁の特別相

談窓口において、企業からの相談に引き続き対応する。 

 

   指 標 計 画 
重点 経営課題の解決件数（件）   ４６０ 
活動 相談件数（件） ２，７０１ 

     ※ 国の指示により相談件数の算出方法が変更されたため、計画値も対応する値に変更する。 

 
 

(３)  事業承継・引継ぎ支援事業 

①  事業承継・引継ぎ支援センター事業 [１２４，１７４千円（東北経済産業局受託金）] 

 事業承継・引継ぎ支援センターにおいて、親族内承継や第三者承継（Ｍ＆Ａ）・従業員承継まで

を総合的に支援する。 

 親族内承継では、事業承継に関する悩み、課題及びニーズの掘り起こし等の事業承継診断や、

専門家派遣による承継計画の作成支援を行う。 

 また、第三者承継等では、譲渡先と譲受先とのマッチングのほか、専門家派遣や第三者承継登

録機関への橋渡しを行うとともに、事業承継時に後継者の経営者保証を解除していくための支援

や、創業者への事業引継ぎを支援する後継者人材バンクへの登録を推進する。 

 

   指 標 計 画 
重点 成約件数（件）  ４０ 
活動 相談事業者件数（件） ２２０ 
 

②  事業承継支援人材育成事業 ［３，１２６千円（福島県受託金）］ 

 県内中小企業にとって身近な相談窓口である商工団体、金融機関等の中小企業支援担当者に事

業承継の研修を実施することにより、相談対応ができる人材を育成し、支援体制の強化を図る。 

 また、県内中小企業の経営者向けに事業承継税制や第三者承継の仕組みを学ぶ研修を開催する

ほか、事業承継に実績のある税理士から知識やノウハウを伝授する税理士向け研修を実施し、税

理士が事業承継の相談に積極的に関与することにより、県内中小企業の事業承継を推進する。
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中小企業支援担当者育成研修会の開催 １回 

事業承継税制等活用者研修会の開催 １回 

事業承継税制等支援者養成研修会の開催  ４回 

 

 

(４)  プロフェッショナル人材戦略拠点事業 ［５５，６０９千円（福島県受託金）］ 

 地域の中小企業等の「攻めの経営」や経営改善への意欲を喚起し、プロフェッショナル人材の活

用による企業の経営革新の実現を促すとともに、地方への人材還流、集積を促進するため、地域金

融機関や地元経済団体、民間人材紹介会社などと連携し、人材のマッチングやセミナーの開催など

を通して県内中小企業等の人材確保を支援する。 

 

   指 標 計 画 
重点 成約件数（件）   ４０ 
活動 相談件数（件） ２４０ 

 

 

(５)  デジタル化促進支援事業 

 中小企業等のデジタル化の普及啓発セミナーを実施することで、企業経営層の意識改革を促す

とともに、デジタル化による競争力の強化や生産性向上のため、経営支援プラザやよろず支援拠点

による相談対応や専門家派遣、さらには設備投資の支援などにより、デジタル化促進を総合的に支

援する。 

 

テーマ 募集人数 開催場所 

デジタル化の普及啓発セミナー ５０名 福島市 

 

   指 標 計 画 
重点 デジタル化関連の相談件数（件） ５００ 
活動 セミナー受講者数（人）  ５０ 
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2  中小企業の再生支援 

(１)  中小企業活性化事業 

［２５８，９０２千円（うち東北経済産業局受託金：１８６，５７９千円、 

(独)中小企業基盤整備機構７２，３２３千円）((2)産業復興相談センター事業を含む)］ 

 中小企業活性化協議会を拠点として、経営課題を抱えた中小企業に対し、収益力改善から事業再

生・再チャレンジまで一元的に支援する体制を構築した。 

 中小企業からの幅広い相談に対応し、中小企業の各フェーズに合わせた経営改善支援を引き続

き実施する。 

 また、借入金の返済負担等、財務上の問題等を抱え、金融支援等を必要とする中小企業・小規模

事業者が、中小企業等経営強化法に基づく認定支援機関の支援を受けて経営改善計画を策定する

費用を助成する。 

 

経営改善計画策定事業 １件あたり総額３１０万円を上限に、費用総額の３分の２を助成 
早期経営改善計画策定事業 １件あたり総額３５万円を上限に、費用総額の３分の２を助成 

 

   指 標 計 画 
重点 再生計画完了件数（件）  － 

活動 
相談件数（件） ８０ 
経営改善計画策定支援の利用申請件数（件） ８０ 

 

(２)  産業復興相談センター事業 

 東日本大震災及び原子力発電所事故により甚大な被害を受けた県内中小企業等の経営改善や再

生を支援するため、窓口での相談対応から事業再生計画の策定など、既往債権買取支援先のエグジ

ットに向けたフォローアップ等を行う。 

 

   指 標 計 画 

参考 
相談件数（件） － 
エグジット件数（件） ７ 
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Ⅲ より確かな経営基盤強化への支援 

1  設備投資の支援 

(１)  機械貸与事業 

①  機械貸与事業 

［福島県借入金：１，０００，０００千円（新規貸与枠）、事業費：１４，２８１千円］ 

 中小企業等の経営基盤の強化及び生産性の向上を図るため、機械設備類の割賦販売及びリース

取引により設備投資を支援する。 

 

ア 割賦販売 

限度額 １００，０００千円 

期 間 １０年以内 

損料率 ０．３％から３．０％まで８段階 

予算枠 ８００，０００千円 

 

イ リース取引 

限度額 １００，０００千円 

期 間 １０年以内 

月額リース料率 ０．９０４％から３．０３８％までリース期間ごとに８段階 

予算枠 ２００，０００千円 

 

   指 標 計 画 
重点 設備投資件数（件） ４０ 

活動 
申込件数（件） ５０ 
決定件数（件） ４０ 

 

②  設備貸与事業 ［事業費：７，９８２千円］ 

 小規模事業者等が経営基盤の強化を図るために必要な設備投資について、割賦販売及びリース

取引により貸与する事業。 平成２６年度で新規貸与は終了しており、その債権管理を行う。 

  

13―　 ―



2  取引先の拡大支援 

(１)  取引先拡大支援事業 

①  下請中小企業振興事業 

 ［４２，００９千円（うち福島県補助金：４０，６３９千円、企業等負担金：１，３７０千円）］ 

 県内及び首都圏等に所在する企業の訪問や各種アンケート調査等により、企業間取引に関する

タイムリーな情報収集と適切な紹介あっせんを実施するとともに、発注する企業と受注する県内

企業が一堂に会する商談会等を開催することにより、取引の拡大に向けた支援を行う。 

 

ア 取引情報収集 

提供事業 

取引あっせん・企業巡回 随時 

商談会等開催事業 

 
福島広域商談会           （７月、郡山市） １回 

（宮城・福島）合同商談会     （１１月、東京都） １回 

受発注情報等収集提供事業 

 

発注ニーズ調査    （県内・県外発注企業2,000社） １回 

下請企業取引状況調査    （県内受注企業1,000社） １回 

主要企業発注動向調査     （県内発注企業500社） １回 

登録企業動向把握分析調査  （県内受発注企業300社） ４回 

イ 窓口相談事業 
顧問弁護士設置、下請企業振興運営委員会、下請かけこみ寺相談窓口設

置 

 

②  輸送用機械関連産業集積育成事業 ［３，６３８千円（福島県補助金）］ 

 輸送用機械関連産業のネットワーク構築に向けた協議会や特定メーカーとの展示商談会等を

開催することにより、自動運転や電動化、情報通信技術を活用した移動サービス等の次世代自動

車に関連した技術力や提案力の向上、及び販路拡大に向けた支援を行う。 

 

ア 輸送用機械関連産業 

協議会事業 

総会の開催 １回 

ガイドブックの作成 １回 

イ とうほく自動車産業 

集積連携事業 

東北６県、北海道、新潟県による自動車メーカー

との展示商談会 
２回 

 

③  次世代自動車技術関連企業支援事業 

［２１，５９９千円（うち福島県受託金：２０，５３９千円、企業等負担金：１，０６０円）］ 

 県内主要産業である自動車関連産業において、次世代自動車技術等への対応力強化やカーボン

ニュートラルの取組等を支援するため、専門家の派遣やセミナーを開催する。また、企業間連携

や販路拡大を図るために、特定メーカーとの展示商談会や商談会を開催する 。 

 また、大規模展示会の出展支援として、クルマの先端技術分野で世界最大規模の展示会である

「オートモーティブワールド」に福島県ブースを設け、展示商談の場を提供するとともに、出展

者向けに事前事後セミナーを開催し、出展効果の向上を後押しする。 
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専門家派遣（次世代自動車技術・生産改善活動） 計２０回 

次世代自動車産業セミナー １回 

ふくしま企業連携取引商談会 １回 

特定メーカーとの展示商談会 １回 

大規模展示出展支援 １回 

 

   指 標 計 画 
重点 取引あっせんによる成約件数（件）    ９３ 
活動 取引あっせん件数（件） １，５５０ 

 

(２)  上海拠点運営事業 ［３９，０８２千円（福島県受託金）］ 

 県内企業が中国に進出する際の仲立ち支援や、東アジア地域への県産品販路拡大に向けた支援

のほか、原子力災害に伴う風評の払拭と観光誘客を図るため、情報発信窓口の設置やＰＲ活動、中

国香港からのインバウンド誘客促進を行う。 
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3  被災事業者等の資金支援 

(１)  被災中小企業施設・設備整備支援事業 

 東日本大震災及び令和３年・令和４年福島県沖地震、並びに令和元年台風第１９号等により被害

を受けた中小企業等を対象として、施設・設備の整備に必要な資金の貸付を行う。 

①  東日本大震災及び令和３年・令和４年福島県沖地震関連 

 ［貸付予算枠   １，４５１，６０１千円（福島県借入金）、 

  事務費充当基金 ７，２６４，０００千円（福島県借入金）、 

  事業費：      １０６，８９２千円（事務費充当基金の運用益）］ 

 

貸付限度額 グループ補助金の『補助対象経費＋消費税－補助金額』 

貸 付期 間 ２０年以内（うち据置５年以内） 

利   率 無利子 

  ※ 予算枠     ９，０００，０００千円 

    貸付決定累計額 ７，５４８，３９９千円（令和６年２月末時点、辞退を除く） 

 

②  令和元年台風第１９号等関連 

［貸付予算枠 ７７，０００千円（福島県借入金）、 

事業費：   ２，８３６千円（(独)中小企業基盤整備機構助成金）］ 

 

貸付限度額 グループ補助金の『補助対象経費＋消費税－補助金額』 
貸 付期 間 ２０年以内（うち据置３年以内） 
利   率 無利子 

  ※ 予算枠     １８６，７００千円 

    貸付決定累計額 １０９，７００千円（令和６年２月末時点） 

 

(２)  原子力災害に伴う「特定地域中小企業特別資金」貸付事業 

[貸付予算枠   ４，６２０，０００千円（福島県借入金）、 

  事務費充当基金３１，１００，０００千円（福島県借入金）、 

 事業費：      ３８４，９８５千円（事務費充当基金の運用益）］ 

①  移転資金（Ａ資金） 

 原子力発電所事故により、「特定区域」に事業所を有し、移転を余儀なくされる中小企業等に

対し、県内移転先において事業を継続・再開するために必要な事業資金の貸付を行う。 

②  継続再開資金（Ｂ資金） 

 原子力発電所事故により、「特定区域」に事業所を有し、区域解除後、当該区域にて事業を継

続・再開する中小企業等に対して必要な事業資金の貸付を行う。 

 

①及び②の制度内容 

貸付限度額 ３０，０００千円以内 

貸 付期 間 ２０年以内（うち据置期間５年以内） 

利 率 無利子 
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③  再開展開資金（Ｃ資金） 

 被災１２市町村に事業所を有し、「福島県原子力被災事業者事業再開等支援補助金」の交付を

受けて、県内、県外において事業を再開・展開する中小企業等に対して必要な資金の貸し付けを

行う。 

 

③の制度内容 

貸付限度額 「事業再開等補助金」の「補助対象事業費＋消費税－補助決定額」で計

算された額 

貸 付期 間 ２０年以内（うち据置期間５年以内） 

利 率 無利子 

※ 予算枠     ２０，３３６，００７千円 

  貸付決定累計額 １５，７１６，００７千円（令和６年２月末時点、辞退を除く） 

 

 

(３)  自立・帰還支援雇用創出企業立地補助事業基金管理事業 

［基金額：８１，９３４，３６０千円：経済産業省補助金（長期預かり基金）、 

 事業費：   ２２６，５３８千円（基金取崩し益）］ 

※ 令和６年度に１２，１８０，０００千円の基金追加造成 

 東日本大震災及び原子力災害によって産業が失われた浜通り地域等において、被災者の自立・帰

還を促進するため、基金設置法人として適切な基金管理を行う。 

 工場等の新増設を支援し企業立地を促進することにより、被災者の「働く場」を確保し、雇用の

創出や産業集積を図るとともに、住民の帰還や産業の立地を促進するため、商業機能の回復を進め

る。 

 

 

(４)  被災中小企業災害復旧資金利子補給助成事業 ［５６千円（(独)中小企業基盤整備機構助成金）］ 

 （株）日本政策金融公庫及び（株）商工組合中央金庫が行う「東日本大震災復興特別貸付」によ

り、令和３年３月３１日までに借入を行った中小企業等のうち、地震・津波等により事業所が全壊

又は流失した中小企業等や、「警戒区域」等として公示されたことがある区域内の中小企業等を対

象として、支払った利子（融資後３年間）に係る助成を行う。 

 

 

(５)  新型コロナウイルス対策利子補給支援事業 ［７２，９５３千円（福島県受託金）］ 

 福島県が創設した中小企業制度資金「新型コロナウイルス対策特別資金（実質無利子型）」の融

資を受けた中小企業者を対象として、当初３年間の約定利子を補助する県の利子補給金について、

交付申請書の受付並びに要件確認及び書類審査等を実施する。  
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Ⅳ 変革の時代を乗り切る人材育成・確保支援 
1  産業人材の育成・確保支援 

(１)  産業人材育成支援事業 

［１１，４１７千円（うちふくしま産業応援ファンド助成金：１，０００千円、 

 受講料：６，８８９千円、自己財源：３，５２８千円）］ 

①  経営力育成講座 

 県内中小企業等を対象に、新商品開発など開発型・提案型企業への転換や経営の向上、経営革

新を図るため、５テーマでセミナーを開催し、急速に変化する経営環境に対応できる人材育成を

支援する。 

 

テーマ 募集人数 開催場所 

マーケティング ２０名 

福島市 

管理会計 ２０名 

人事評価制度 ２０名 

人材定着のための採用・育成 ２０名 

中間管理職のレベルアップ講座 ２０名 

 

②  経営実践セミナー 

 製造業の中小企業を主たる対象に、現場改善等に資する基礎的な内容のセミナーを開催する。 

 

テーマ 募集人数 開催場所 

製造業新入社員教育 ３０名 福島市 

５Ｓの基礎 ４０名 福島市 

現場改善を実践するモデル工場の見学会 ２０名 （未定） 

 

③  企業経営トップセミナー 

 デジタル化や脱炭素化等の新たな事業環境の変化に応じたテーマについて、中小企業等の経営

者層への普及啓発に向けたセミナーを開催する。 

 

テーマ 募集人数 開催場所 

デジタル化や脱炭素化等の普及啓発セミナー １００名 福島市 

 

④  製造中核人材育成セミナー 

 福島県ハイテクプラザと連携して、製造業における中核的な役割を担う人材の養成研修を実施

する。 
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コース テーマ 回数 募集人数 開催場所 

技術研修 製品含有化学物質管理、信頼性評価

技術の最新動向セミナーなど 
１５回 ２６２名 

郡山市 ＩＳＯ研修 ９００１と１４００１の基礎及び

内部監査員養成等の各セミナー 
１２回 ２２０名 

一般研修 なぜなぜ分析演習等 ３回  ７２名 

 

⑤  専門家活用セミナー（再掲） 

 経営環境が刻々と変化する中小企業等を対象に、経営力向上のために必要な知識、情報の取得

を目的としたセミナーを開催する。 

 

⑥  講演会の開催 ［８００千円（自己財源）］ 

一般財団法人とうほう地域総合研究所「定期講演会」の共催  ２回 

福島県電子機械工業会「産学官交流のつどい」の共催 １回 

 
   指 標 計 画 

重点 受講者からの肯定的評価（％） ９０．０ 

活動 
セミナー実施回数（回）   ３８ 
セミナー受講者数（人）  ６９０ 

 
(２)  プロフェッショナル人材戦略拠点事業（再掲） ［５５，６０９千円（福島県受託金）］ 

 地域の中小企業等の「攻めの経営」や経営改善への意欲を喚起し、プロフェッショナル人材の活

用による企業の経営革新の実現を促すとともに、地方への人材還流、集積を促進するため、地域金

融機関や地元経済団体、民間人材紹介会社などと連携し、人材のマッチングやセミナーの開催など

を通して県内中小企業等の人材確保を支援する。 

 

2  デジタル化の促進支援事業 

(１)  デジタル化促進支援事業（再掲） 

 中小企業等のデジタル化の普及啓発セミナーを実施することで、企業経営層の意識改革を促す

とともに、デジタル化による競争力の強化や生産性向上のため、経営支援プラザやよろず支援拠点

による相談対応や専門家派遣、さらには設備投資の支援などにより、デジタル化促進を総合的に支

援する。 
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Ⅴ 公の施設の管理運営による多様な交流の促進 

1  公の施設の管理運営 

(１)  福島県産業交流館（ビッグパレットふくしま）の管理運営 

 福島県産業交流館の指定管理者として、館の貸出と維持管理を適正に行う。 

 老朽設備の適時修繕等で設置者の業務を補完し、安全・安心、快適な利用環境を実現するととも

に、館とイベントのＰＲにより利用と来場を呼び込む。 

 

   指 標 計 画 

重点 
多目的展示ホールの施設稼働率（％） ４０．０ 
コンベンションホールの施設稼働率（％） ５５．０ 

活動 全国、東北規模の大会及び学会開催件数（件） ６ 
 

(２)  福島県中小企業振興館・福島市産業交流プラザ（コラッセふくしま会議室）の管理運営 

 コラッセふくしま会議室の指定管理者として、施設等利用にかかる使用承認手続きや使用料の

徴収業務を行うとともに、日常における施設・設備の維持管理を行う。 

 また、１階アトリウムなどを活用した県民参加型の賑わいづくりに取組み、活動・交流の場を提

供する。 

 

   指 標 計 画 

重点 
福島県中小企業振興館の施設稼働率（％） ６０．０ 
福島市産業交流プラザの施設稼働率（％） ６５．０ 

 

(３)  福島県ハイテクプラザ（一部）の管理運営 

福島県ハイテクプラザ内にある多目的展示ホール、テクノホール等施設の指定管理者として、施

設利用にかかる使用承認手続きや使用料の徴収、保守管理業務を行う。 
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